[bookmark: _GoBack]第１号様式（第３条関係）
                                                     　　　　   年　　月　　日
　　京都府知事　　　　　　　　　　　様

住所又は所在地

                                            氏名又は名称及
                                            び代表者氏名                    印 (代表者)

補助対象事業所指定申請書

　　補助対象事業所として指定を受けたいので、京都産業立地戦略２１特別対策事業費補　助金交付要綱に基づき、下記のとおり申請します。
　
記

　１　補助対象事業所の名称
　２　補助対象事業所の所在地（予定）
　３　補助対象事業所の業種
　４　主たる生産品目、業務等
　５　用地取得（賃貸）（予定）年月日          　　　　
　６　予定工期　 　（第１期、第２期等）　　　　　
　７　操業開始予定年月日　　                 　　　　
　８　敷地面積（予定）                                 ㎡
　９　建築延べ面積（予定）                             ㎡（増加面積　　   ㎡）
　10  事業所設置事業計画書                   別紙


　備考　　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４（縦長）としてください。



別紙
事業所設置事業計画書

１　企業概要
  (1) 設立年月日
  (2) 資本金又は出資金
  (3) 業種
  (4) 主要生産品目、業務等
  (5) 既設事業所の概要
	
名　　称
	
所　 在 　地
	
操業年月
	従業員数
	
生産品目、業務等

	
	
	
	
	府内常用雇用者
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
     計
	
	
	
	
	


· 府内常用雇用者は、既設事業所について指定を受ける場合にのみ記入すること。

 (6) 財務状況（過去３年度）
	
	            年度
	            年度
	            年度
	備  考

	売上（百万円）
	
	
	
	

	経常利益（百万円）
	
	
	
	

	純利益（百万円）
	
	
	
	

	配当率（％）
	
	
	
	




２　事業所設置事業計画の概要
　(1)　事業所業務内容



  (2)　設備投資等計画                                　　　　　  （単位：千円）
	
	
第　１　期
（    　年～
　　    　年）
	
第　２　期
（    　年～
 　　    　年）
	
第　　　期
（    　年～
 　　    　年）
	
計

	用 地 造 成
	
	
	
	

	建
物
及
び
付
属
設
備
	工 場 等
	
	
	
	

	
	事 務 所
	
	
	
	

	
	倉　　庫
	
	
	
	

	
	付属設備
	
	
	
	

	
	そ の 他
	
	
	
	

	構 　築 　物
	
	
	
	

	機械及び装置
	
	
	
	

	車両及び運搬具
	
	
	
	

	工具器具及び備品
	
	
	
	

	そ　　の　　他
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


  ※ 用地取得費等の対象外経費がある場合は、各行を２段書きとし、上段は補助対象経費のみを、下段は対象外含んだ総額を記入。
※ 工期を区分する場合にあっては、第１期の工事で定められた要件を満たすものであり、かつ 第２期以降の工事が建物１棟以上の建設工事に相当するもの、又は、新たに製造ラインを設ける等の大規模な事業拡張を行うものであること。　


（3）投資・資金調達計画　                                      （単位：千円）
	
 

設備投資額等の総額
   
	
	


調
達
方
法
	自己資金
	

	
	
	
	借
入
金
	銀　行
	

	
	
	
	
	その他
	

	
	
	
	補助金等
	（補助金等の名称）

	
	
	
	そ の 他
	
	

	
	
	
	
	


　※設備投資等計画の合計と合致するように記載

（4）雇用者年次計画（操業日の属する年度から５年度目まで）        （単位：人）                           　       　　　　 
	
	○○年度
	○○年度
	○○年度
	○○年度
	○○年度

	京都府内事業所総従業員数
	
	
	
	
	

	
	補助対象事業所内府内常用雇用者
	
	
	
	
	

	
	
	補助対象施設内府内常用雇用者
	
	
	
	
	

	
	
	
	新規府内常用雇用者
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	障害者雇用
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	正規雇用
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	その他雇用
	
	
	
	
	


　※累計人数を記載。


３　事業所配置計画
   (1) 敷地及び建築延べ面積                           　　        （単位：㎡）
	
	  第　１　期
	  第　２　期
	  第　　　期
	      計

	
	敷  地
面  積
	建物延面　積
	敷  地
面  積
	建物延面　積
	敷  地
面  積
	建物延面　積
	敷  地
面  積
	建物延面　積

	　工 場 等
	
	
	
	
	
	
	
	

	　事 務 所
	
	
	
	
	
	
	
	

	　倉　　庫
	
	
	
	
	
	
	
	

	　付属設備
	
	
	
	
	
	
	
	

	  その他（　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	

	        計
	
	
	
	
	
	
	
	



　(2) 土地利用計画
      別添事業所配置図（平面図等）のとおり

４　生産計画等
	
          時期



製品名等　　　
	
操 業 年 
(    　年　月
　 　　　～　年　月)
	
３ 年 次
(    　年　月
　 　　　～　年　月)
	
５ 年 次
(    　年　月
　 　　　～　年　月)

	
	
生産等数量
	
生産等金額
	
生産等数量
	
生産等金額
	
生産等数量
	
生産等金額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
      計
	
	
	
	
	
	



５　添付書類
  (1) 事業所の所在地の位置図
  (2) 法人にあっては、その定款及び登記簿謄本の写し
  (3) 申請前３事業年度分の決算書
  (4) 企業の概要を明らかにするパンフレット等（15部（他の書類は２部））
  (5) 府又は市町村から誘致を受けたことを証する書類
　(6) その他知事が必要と認める書類




　備考　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４（縦長）としてください。

